様式第１（第５条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境優良車普及機構

代 表 理 事　　岩村　敬　　殿
　　　　　　　　　　　          　申請者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（物流分野におけるCO2削減対策促進事業）

交付申請書
　平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（物流分野におけるCO2削減対策促進事業）交付規程第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の名称

２　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費

      　別紙２　経費内訳のとおり
５　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　　　交付決定の日　～　　　年　　月　　日
６　その他参考資料

注１　補助事業の名称は、以下のうちから該当する事業名を記載すること。
・モーダルシフトの促進等による低炭素型物流システム構築事業（鉄道・海上輸送への転換促進事業）
・モーダルシフトの促進等による低炭素型物流システム構築事業（３１フィートコンテナ導入促進事業）
・モーダルシフトの促進等による低炭素型物流システム構築事業（共同輸配送促進事業）
・物流拠点の低炭素化促進事業
・鉄道貨物輸送へのモーダルシフトモデル構築事業
・災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業
・水素社会実現に向けた産業車両の燃料電池化促進事業
２　規程第３条第３項の規定に基づき共同で申請する場合は、代表事業者が申請すること。
　３　「６　その他参考資料」として、申請者が地方公共団体以外の者である場合は、申請者の組織概要、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書（申請時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合には、申請年度の事業計画及び収支予算、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過していない場合には、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）。ただし、申請者が個人企業及び地方公営企業法の適用を受ける鉄軌道事業者の場合は、提出を要しない。）及び定款（申請者が個人企業の場合は、印鑑証明書の原本及び住民票の原本（いずれも発行後３ヶ月以内のもの））を添付すること（申請者が、法律に基づき設立の認可等を行う行政機関から、その認可等を受け、又は当該行政機関の合議制の機関における設立の認可等が適当である旨の文書を受領している者である場合は、設立の認可等を受け、又は設立の認可等が適当であるとされた法人の事業計画及び収支予算の案並びに定款の案を添付すること。ただし、これらの案が作成されていない場合には、添付を要しない。）。また、地方公共団体が申請する場合は、申請年度の予算書を添付すること。
　４　別紙１又は別紙２において事業ごとに求めている設備等のシステム図・配置図・仕様書、補助事業に関する見積書・各種計算書、法律に基づく登録に係る通知の写し等を添付すること。
